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１．はじめに 
 
先進国における経済発展は，欧州の産業革命を発端と

して著しい飛躍を遂げた．それに伴って都市構造もまた，

集積の利益による都心部の業務機能集中が住宅機能を郊

外へ駆逐し，就業者は郊外から鉄道による長距離通勤を

強いられた．更に，その後のモータリゼーションの進展

によって，土地利用は公共交通沿線にとどまらず，無秩

序なスプロールを引き起こした．この結果，交通渋滞等

から波及する環境負荷などの外部不経済が着目されてい

る．その改善施策としてコンパクトシティ等があり，当

該施策はスプロール化した都市をコンパクトな土地利用

に誘導することによって，交通による環境負荷を低減さ

せようとする試みである．しかし，一旦スプロール化し

た土地利用をコンパクトにすることは，権利問題やライ

フスタイルの関係上，現実には困難性を有している． 
一方で近年の開発途上国では，成長段階は異なるもの

の人口増加と経済発展が著しく，各国政府はその需要に

対応すべく膨大な社会資本整備を計画し，今まさに建設

ラッシュの時期に突入している．しかしこれは現状のコ

ンパクトな状態をスプロール化させるという，先進国が

歩んできた過ちを繰り返そうとしている．一旦スプロー

ルした状態をコンパクト化することは困難という先進国

の経験を生かすためには，現在または近い将来の都市形

態を維持していくことは重要である．そのためには，自

動車に過度に依存しないような都市構造が必要である． 

そこで本研究は，先進国に比べて今現在低い自動車分

担率を示している開発途上国1) が，今後の経済発展に伴
い，それを上昇させずに維持するための一考察を行うも

のである．具体的には，経済発展による個人所得の上昇

が自動車利用を助長することが懸念されるため，所得の

上昇が交通手段選択に及ぼす影響を明らかにすることを

目的とする． 
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２．研究対象地域と交通現状 
 

（1）使用データと対象地域 
本研究は，アジア途上国大都市の中でもマレイシアの

クアラルンプール，中国の成都，フリピィンのマニラ，

カンボジアのプノンペンの４都市を対象として，ＰＴデ

ータを用いて研究を行う．調査概要を表-1に示す． 
 表-1 PTデータ概要 

 
 
 
  

都市 人口 調査年 トリップ数

マレイシア クアラルンプール 115万人 1999 218,460

中国 成都 3000万人 1996 70,199

フィリピン マニラ 1000万人 1996 425,599

カンボジア プノンペン 100万人 2000 40,369

 

（2）所得と自動車分担率の関連性 

まず，所得と自動車利用状況の傾向を把握する

ため，本研究で対象とした 4 都市に，他の途上国
と先進国を加えて，一人当たり GDPと自動車保有
率の関係を図-1 １)に示す．図より，４都市のGDPは
先進国に比べ 1/10 以下であり，自動車保有率においても
圧倒的に低いことが分かる．また全般的に，一人当たり

GDP が大きくなるにつれて自動車保有率が高くなる傾向
が見てとれる． 
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図-1 自動車保有率と一人当たりのGDP 

 
次に，各都市における，所得と人口比率の関係を図-2，
所得と自動車分担率の関係を図-3 に示す．図-2 に示すよ
うに，成都，マニラ，プノンペンは，クアラルンプール

に比べて所得格差が大きいといえる． 



また，図-3 に示すように，４都市の中でプノンペンは
所得による自動車分担率の変化は見られなかった．マニ

ラ，クアラルンプール，成都３都市では，所得と自動車

分担率の関係は近似しており，所得の上昇により自動車

分担率は増加するという関係がみてとれる．また，３都

市間の一人当たりGDPは大きく異なっているが，所得が
200 ドル／月前後で自動車分担率は 50％を超えるという
関係は一致している．また，図-2，図-3 により，自動車
分担率の高い所得層は少数であることが分かる．従って，

近年の開発途上国における経済成長を考慮すると，今後

所得の上昇による自動車分担率の増加が懸念される． 
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図-2 所得と人口比率の関係 
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図-3 所得と自動車分担率の関係 

 
３． 所得層の自動車分担率 

 

(1) 高所得層の定義 

前章では，所得上昇は自動車分担率の上昇に寄与する

傾向があることを示した．これは，途上国において，貧

富の差が激しく，自動車利用は高所得者以外に縁がなか

ったためであり至極当然の結果である．つまり，将来起

こり得る高所得者増加時の交通行動を予測するためには，

現在の高所得層の交通行動を把握する必要がある．本研

究は高所得層に着目し，交通手段選択に関して，全体と

の違いを検討していく．ここでは，自動車分担率が50%以

上の所得層を高所得層と定義する．クアラルンプールの

高所得層は全体の49％，マニラは7％，成都は3％を占め

ることになる． 

 
(2) 所得が自動車分担率に及ぼす要因 

高所得層の自動車分担率を上昇させない方法を検討す

るため，3 都市の高所得層と全体間における自動車分担
率を比較した．図-4 より全体の自動車分担率は，クアラ
ルンプールが 43％，マニラが 27％，成都が 18％である
が，高所得層の自動車分担率に関しては 3 都市でほぼ一
致しており，約 70％を示している．3 都市の経済状況は
異なっているにも関わらず，高所得層の自動車分担率が

一致しているということは，所得と自動車分担率は強く

関連していると考えられる．そこで，高所得層が一般に

比べて自動車利用を促進する要因を考えたときに，本研

究では(a)所得の増加に従って自動車利用に対する意識的

な違いが生じる場合，と(b)目的地までのトリップ長が長

くなることによって，自動車を必要性が高まる場合の２

パターンを設定し，検討することを試みた． 
(a) 所得格差が自動車利用の意識に与える影響 

高所得層は自動車に依存していると仮定すると，一般

的に徒歩可能な距離でも自動車を利用している可能性が

ある．そのとき高所得層における平均自動車利用時間は

全体より短くなるはずである．従ってここでは，自動車

利用の意識差を平均自動車利用時間から比較する．図-5
より，マニラは成都とクアラルンプールより自動車利用

時間が長いことが見て取れる．また，マニラ及び成都に

おいては，高所得層と全体の自動車平均所要時間は差が

見られず，クアラルンプールにおいても，僅か 4 分の差
という結果を得た．さらに，徒歩・二輪の利用時間を比

較した結果，差異は見られなかった．よって３都市いず

れにおいても，高所得層が全体に比べて自動車分担率が

高い原因は，自動車利用時間の違いではなく，自動車利

用に対して時間的な意識の差は確認できなかった． 

(b) トリップ長による自動車利用の必要性 

次に高所得層は一般より行動範囲が広がっていると考

え，そのような場合においては，自動車の必要性は増大

する可能性がある．3都市における高所得層と全体の移動

距離の違いを見るため，全手段の平均トリップ長を比較

全
体

全

体

全
体

0

10

20

30

40

50

60

70

80

クアラルンプール 成都 マニラ

自
動
車
分
担
率
(%
)

全

体
全
体

全
体

高
所

得

高
所
得

高
所
得

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

クアラルンプール 成都 マニラ

自
動
車
利
用
時
間
(分
)

全
体

全
体

全
体

高
所
得

高
所
得

高
所
得

0

5

10

15

20

25

全
手
段
平
均
ト
リ
ッ
プ
長
（㎞
）

クアラルンプール 成都 マニラ

高
所
得

高
所
得

高
所

得

図-4  自動車分担率の変化 図-5 自動車利用時間の変化 図-6 トリップ長の変化



し，図-6に示す．図より，3都市の高所得層の平均トリッ
プ長は全体に比べてクアラルンプールが2.7ｋｍ，マニラ

は4ｋｍ，成都は9ｋｍ，増加している．特に成都のトリ

ップ長の増加は著しい．以上のことから，高所得層は全

体に比べて目的地までの移動距離が長くなっているとい

える．そのため，自動車利用の必要性が高くなり，自動

車分担率が高くなっていると考えられる． 

 
４． 所得層の居住地と交通特性 

 
本章では，3都市の中で高所得層と全体のトリップ長の
差が著しい成都に着目し，その要因を追及する．すなわ

ち，高所得層が全体と比較して，トリップ長が長くなっ

たことは前章で述べたが，その要因については未だ不明

瞭である．そこで「高所得層の居住地が全体に比べて郊

外化していることが，トリップ長が長くなった要因であ

る」という仮定を設け，検証する． 
 
(1)成都における土地利用分布の把握 

当該仮定を検証するためには，高所得層の居住地を把

握する前にまず，成都における土地利用分布を把握する

必要がある．しかし，土地利用データは入手できなかっ

たため，以下の方法で，土地利用分布の把握を行った． 
(a) 人口密度から，住宅用途の土地利用分布を把握する． 
(b) PT データによるトリップの集中量から，大まかに

推計した．すなわち，PT 調査の目的種類別集中量
のデータから，通勤目的を業務用途，通学目的を学

校用途，私事目的を商業用途に対応させて，それぞ

れの建物用途への集中量を，土地利用分布に見立て

て把握した． 
(a)，(b)による推計結果を図-7，図-8 に示す．図-7 より，
人口密度は 52.4 人/ha で東京と同程度であり，中心から
半径 4km 内の圏内に集中していることから，一般的に高
密度に居住しているといえる．また図-8 より，推計した
全ての用途は人口密度の高い中心部に集中していること

がわかった． 
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図-7 人口密度からみた住宅用途の土地利用分布 
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図-8 目的別集中量(1/ha)からみた土地利用分布 

 

(2) 高所得層の居住地分布 

 次に，高所得層の居住地分布と全体の居住地分布の違

いを把握するために，ゾーン別の全体に占める高所得層

の比率を図-9 に示す．図-7 と併せてみると，高所得層比
率が高い地域は都心より人口密度が低い郊外に多く分布

していることがみて取れる． 

 
図-9 各ゾーンにおける高所得層比率(%) 
 

(3)ゾーン別トリップ長の比較 

 これまで，都市機能は中心部に集中している傾向があ

るということ，及び高所得層は郊外での居住率が高いと

いうことが検証されたが，実際郊外に居住している高所

得層が中心地に移動しているかは明確にしていない．そ

こで，郊外に居住している高所得層が全体に比べてトリ

ップ長は長いかを見るために，全体と高所得層の平均発

生トリップ長分布を図-10，図-11に示す．図-10より，全
体におけるトリップは中心か郊外から発生したかに関係

なく低い値を示している．また図-11より，郊外から発生
する高所得層のトリップ長は高い値を示している．逆に，

中心部から発生する高所得層のトリップ長は比較的短い

ことがわかった． 



 

図-10 全体の平均トリップ長(km)分布 

 
図-11 高所得層の平均トリップ長(km)分布 

 
 (4)ゾーン別自動車分担率の比較 

 3 章では，高所得層の高自動車依存の要因は，トリッ
プ長が長いためであると推測したが，ここで具体的にゾ

ーン分布で自動車分担率とトリップ長の関係をみるため，

ゾーン別発生トリップから自動車分担率の推計を試みた．

図-12より，高所得層の自動車分担率は，中心部に比べて
郊外から発生するゾーンが高い値を示している．このこ

とは，図-11に示す発生トリップ長分布と併せてみると，
自動車分担率が高い地域は発生トリップ長が長い地域と

ほぼ一致しているとも見て取れる．つまり，高所得層の

トリップ長が増加している要因は，居住地の郊外化であ

るといえる． 
 

 
図-12 高所得層自動車分担率(%)分布 

 
本研究では高所得層に着目して，自動車分担率，平均

トリップ長，居住地分布の観点から，所得と交通行動の

関連性を明らかにした． 

第一に，所得が上昇するに従って，自動車分担率は一

般的に上昇することとなる．自動車分担率を上昇させる

要因は，平均トリップ長の増加にあり，また平均トリッ

プ長増加の原因は，高所得層の居住地分布の郊外化にあ

ると考えられる． 

 

５．おわりに 

 

 本研究は，アジア途上国の４都市において，所得と交

通行動の関連性について検討した．得られた知見を以下

に示す． 
① プノンペンのような所得が低い都市においては，自

動車分担率の変化は観測されなかったが，ある一定

以上の所得層が存在する 3都市においては，所得の
増加に伴って，自動車分担率が増加していることを

明らかにした． 
② 高所得層に焦点を当てて全体と比較した結果，高所

得層の平均トリップ長は延伸する傾向にあることを

示し，そのことが自動車利用の増加を助長する可能

性があることを示した． 
③ 成都における，高所得層のトリップ長が増加してい

るのは，高所得層が郊外に居住していることがひと

つの要因として定量的に示すことができた． 
以上のことより，今後開発途上国における経済成長に

伴う個人所得の上昇が，住宅機能をスプロール化させる

ことは，自動車利用の増加を助長させるという先進国と

同様の都市問題を生じと考えられる．その是正策の一つ

として，今後良好な居住環境を都心に整備することで，

高所得層を都心居住させ，また複合土地利用によって，

トリップ長を短縮させることが考えられる． 
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